※「厳重取扱注意」
司会　支部長会議を開催いたします。

　はじめに、坂本総務副大臣からご挨拶申し上げます。

＜坂本総務副大臣　あいさつ＞

坂本　皆さん、おはようございます。

○　おはようございます。

坂本　ご紹介をいただきました、今回の安倍内閣で総務副大臣を拝命し、そして、地方自治のほうを担当しております、坂本哲志でございます。どうかよろしくお願いいたしたいと思います。

　本日は、全国の総務部長、局長会議に、このように全国からご参集いただきました。心から感謝を申し上げたいと思います。そして、日頃、本当に事務作業の面で一番困難なお仕事をされておられることに、心より敬意を表したいと思います。

　今日は、私たち、今回政府としてどのような決意でいるかということを皆様方にお話をし、そして、ぜひ、その決意に対してご協力をいただきたい、そのお願いに今日参ったところでございます。

　今回、１月24日に、国の給与削減に準じて、地方のほうも必要な措置を講じていただくというような閣議決定をいたしました。そして、１月28日に、皆様のもとに大臣通知を出させていただきました。大臣通知に当たりましては、大臣の思いを込めた書簡も一緒に送らせていただいたところであります。

　今回の皆様がたへの給与削減につきましては、ただ単に、公務員、地方公務員の給与が高い、あるいは、国の財政事情が非常に厳しいということから、皆様がたにお願いするわけではございません。あくまでも日本が今再生しなければならない、そして、東日本大震災の記憶がまだ新しい今こそ、防災・減災、この事業を進めると同時に、そのことによって地域の経済活性化を図らなければいけない。さらには、いずれ私たちで実施することになっております消費税の引き上げにつきまして、国民の多くの皆様がたにやはりご理解をいただく、そのようなことで、国、地方を問わず、公務員の皆様がたが、かいより始めよ、まず範を示していただく、そのことのために、私たちは皆様がたに給与の削減についてお願いをするところでございます。

　皆様がたがこれまで、さまざまな形で、５年、10年をかけまして人件費の削減に対して大変な努力をされてきたこと、これは十分に私たちも理解をしているつもりでございます。それを理解したうえで、あえて皆様がたにご協力をお願いしたいと思うところでございます。

　ちなみに、国会議員のほうは、震災後、月々50万円のカットが６か月続きました。そして、今、議員歳費におきまして20％のカットということを実施しながら、国民の皆様がたにご理解を求めているところでございます。

　今回、また皆様がたに対していろいろなご協力をいただくと同時に、復興のほうで、地域の防災・減災事業、あるいは地域の元気づくり事業、このような財政的なものの手当、措置をいたしたところでございます。特に地域づくりの事業に当たりましては、これまで皆様がたが、この10年間以上に渡ってやってこられた人件費の削減の成果、あるいはその努力、それを反映させるような仕組みを作ったところでございます。防災・減災事業と併せて、皆様がたに、どうかこの新たな元気づくり事業についても、ご理解をいただきたいと思っております。

　そして、25年度の一般財源総額におきましては、これはトータルとして、24年度の総額を下回らない、24年度の総額を確保するということを、今、総務省のほうで、皆様がたにお約束を申し上げたいと思います。そのようなさまざまな思いを込めて、今日は、皆様のもとに、ご挨拶とお願いに参ったところでありますので、意のあるところをくんでいただきまして、どうかよろしくお願い申し上げたいと思います。

　総務省は、やはり各省庁の中で、地方自治体、皆様がたのパートナーでございます。皆様がたとともに歩いていかなければなりません。これからも、地方分権、あるいは地方自治体の裁量権の拡大、このようなものをしっかりと進めてまいります。皆様がたから忌たんのないご意見もいただきながら、地方から日本を元気にさせる、地方の活力がなければ日本の活力もない、そのような精神に沿って、これから総務省としての仕事をしてまいりたい、そして、政府にさらに強く訴えかけてまいりたいと思っておりますので、どうかよろしくお願い申し上げたいと思います。

　今日は本当にご苦労さまでございます。お世話になります。

司会　坂本副大臣ですが、本日、公務の都合により、ここで退席させていただきます。

　続きまして、地方公務員給与につきまして、自治行政局公務員部、三輪部長よりご説明いたします。
＜三輪公務員部長　説明＞
三輪　皆さん、おはようございます。公務員部長の三輪でございます。よろしくお願いいたします。

　それでは、私のほうから、今回の問題、経緯、あるいは、お願い等を申し上げたいというように思います。

　まずは、当初の予算編成、あるいは事務作業等々で大変お忙しいにもかかわりませずお集まりいただきましたことに、感謝を申し上げたいと思います。ありがとうございます。今回のこの地方公務員給与の問題につきましては、大変関心の高い問題でもございますので、それぞれの団体でも、議会がこれからまさに開かれようとしているという、このような時期ではありますけれども、緊急にご案内をさせていただいたというところでございます。

　まず、これまでの経緯ということでございます。国家公務員の給与につきましては、人事院勧告に係る給与改定を実施しますとともに、わが国の厳しい財政状況、そして東日本大震災に対処する必要性というものに鑑みまして、一層の歳出削減が不可欠である。このようなことから、昨年の４月から26年３月末までの間、平均7.8％の給与の減額支給措置を講じると、このような内容の給与改定臨時特例法というものが、昨年の２月29日に成立いたしました。この概要につきましては、お手元に資料３としてお配りをいたしております。ご参照をいただきたいと思います。

　そして、ご承知のように、昨年の12月、衆議院議員選挙の結果、政権の交代がございました。自民党の「Ｊ－ファイル」におきまして、国・地方を含めて幅広に公務員等の給与を削減することなどによって、公務員総人件費を、国・地方合わせて年間２兆円削減すると、このようなことも示されていたわけでありますし、また、昨年暮れの自民党・公明党の連立政権合意におきまして、国・地方にわたる公務員の総人件費を削減するという旨が示されたと、このようなことがございました。

　今年に入りまして、１月15日、法律に基づきます、国と地方の協議の場というものが開催されました。この中で、国側から、国に準じた削減措置を講じるようにというようなお話がされました。地方側からは、規模が国を上回って■■を行っているというようなことなどから、慎重な対応を求める趣旨のご意見が出されました。この場は、引き続き、所管である総務大臣において、地方側との調整を行うということになったわけでございます。

　これを受けまして、総務大臣と地方６団体の代表者のかたがたとの意見交換が、２度にわたって行われました。そのような中で、１月24日の日、政府の給与関係閣僚会議の議を経て、同日、閣議決定が行われました。この閣議決定につきましては、お手元に、資料の１の２ページ、３ページに添付してございます。

　その中で、ごらんいただきますと、最後のほうに、２ページめになりますけれども、記述がありますが、平成25年度における地方公務員の給与については、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律に基づく国家公務員の給与減額支給措置を踏まえ、各地方公共団体において速やかにそれに準じて必要な措置を講じるよう要請する」と、このように決定されたところでございます。

　この方針を受けまして、地方財政対策におきましては、平成25年７月から、国家公務員と同様の給与削減を実施するということを前提といたしまして、地方財政計画において、地方公務員給与費の削減を行うということにいたしました。一方で、防災・減災事業、あるいは地域の活性化等の緊急課題に対応するというために、給与の減額額に見合った事業費を特別枠として計上するということとなりました。

　そこで、次に、地方公共団体の皆様への要請ということでございます。先に申しました、１月24日の閣議決定を踏まえまして、１月28日に、総務大臣通知で、各地方公共団体に、速やかに国に準じて必要な措置を講じていただくように要請を行ったところでございます。これが、資料の１の１ページでございます。また、要請の通知を配達に当たりましては、新藤総務大臣の思いを直接、首長、議長さんにお伝えするための書簡を、併せてお送りをいたしました。これは資料１の４ページに添付してございます。

　この書簡にありますように、また、先ほどの坂本副大臣からのお話にもありましたように、今回の要請は、地方公務員の給与が高いから、あるいは、単に国の財政が厳しいからということで行うというものではございません。今の最大の使命であります、日本の再生に向けて、国と地方が一丸となって、あらゆる努力を結集する必要がある中で、当面の対応策といたしまして、平成25年度に限って緊急に実施することが必要であると、このような考え方に基づくものでございます。

　また、今後、負担をお願いすることとなります消費税について、国民の理解を得ていくために、まずは公務員が先頭に立って姿勢を示すことが重要というようにもなっております。

　次に、ラスパイレス指数の状況について、お話をさせていただきたいと思います。

　先週の金曜日、８日でありますけれども、ラスパイレス指数の状況を公表いたしました。全地方公共団体平均のラスパイレス指数は、国家公務員の給与減額措置の影響もありまして、107.0となっております。これは、前年比で見ますと8.1ポイントの増ということでございます。また、国家公務員の時限的な給与改定特例法による措置がないとした場合の値も、参考値として算定をいたしまして公表いたしました。この数字が98.9でございまして、これは昨年の全国平均の数字と同じ数字という状況でございます。指数が100を超える団体が1,566団体で、約９割という状況になっております。

　なお、個別の団体のラスパイレス指数の状況につきましては、お手元に資料の４ということで、全国の一覧表を添付しております。地方公共団体におかれましては、今後、この数値を基に具体的な取り組みをお願いしていくということになるというように考えております。

　後ほど詳しくご説明をいたしますけれども、今回のお願いは、国に準じて、ぜひ必要な措置を講じていただきたいと、このように考えております。この要請は、各地方公共団体に、一律に、現状からさらに7.8％削減をしていただくようにと、このように求めるものではございません。それぞれの地方公共団体において、すでに行われております給与の抑制措置を踏まえた取り組みをお願いするものであります。

　地方公務員の給与の引き下げには、それぞれの団体で条例の改正が当然必要でございます。政府の中では、当初、今年の４月から値下げを行うべきであると、このような意見もあったわけでありますけれども、地方が実行不可能なことは求めるはできないということから、最終的には、遅くとも７月までには、条例改正のうえ、実施をしていただくようお願いするということになりました。それぞれの地方公共団体におきましては、大変ご苦労をおかけするということになりますけれども、今回の要請の趣旨にのっとって適切に措置をいただきますように、お願いを申し上げる次第でございます。

　また、市町村に対しましても適切な情報提供や助言を行っていただきますように、併せてお願いを申し上げたいというように思っております。

　私からは以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。ありがとうございました。

司会　次に、地方公務員の給与に係る取り扱いにつきまして、自治行政局給与能率推進室、三橋室長よりご説明いたします。

＜三橋給与能率推進室長　説明＞

三橋　お疲れさまです。それでは、私のほうから、お手元の資料に基づきまして、今回の要請の内容につきましてご説明を申し上げます。

　今回の要請の趣旨、背景につきましては、先ほど副大臣、あるいは公務員部長よりご説明をさせていただいたところでございます。１月31日に行われました全国財政課長会議でも概要を説明したところでございますけれども、具体的にどうなるのかというご質問も多いと思います。本日は、国家公務員給与減額臨時特例法の内容も含めましてご説明させていただきまして、これに準じた具体的な取組みを皆様にお願いをしたいということを考えているところでございます。

　配布資料でございますけれども、先ほど部長のご説明もございましたが、資料１が１月28日に発されました、「地方公務員の給与改定に関する取扱い等について」という総務大臣通知でございます。この中で、１ページの終わりのほうになりますが、「国家公務員の給与減額支給措置を踏まえまして、各地方公共団体において速やかに国に準じて必要な措置を講ずるよう要請をいたします」ということでございます。

　その２ページ、３ページが、１月24日に行われました、公務員の給与改定に関する取扱いについての閣議決定でございます。

　４ページが、同日に発されました、知事、それから都道府県議会議長、市区町村長、市区町村議会議に発された大臣書簡でございます。

　資料２でございますけれども、資料２が、今回の要請につきましての、基本的な考え方についてまとめたものでございます。趣旨につきましては、先ほど副大臣、あるいは公務員部長のほうからご説明させていただいたとおりでございます。国の給与減額支給措置の内容でございますが、これにつきましては、資料３に詳しく掲載させていただいております。資料２と資料３を、恐れ入りますが、両方併せてごらんいただければというように思っております。

　臨時特例法の内容でございます。まず、資料３でございますけれども、国家公務員の給料に関します、この臨時特例法の内容でございますが、国家公務員の給与につきましては、人事院勧告に係ります給与改定を実施いたしますとともに、わが国の厳しい財政状況、及び東日本大震災に対処する必要性に鑑み、一層の歳出削減が必要であるということから、平成24年４月から平成26年３月末の間、平均7.8％の給与減額支給措置を講ずるとする法律が、24年２月29日に成立をしているところでございます。

　改定の内容につきましては、Ⅰのところに書いてあるとおりでございまして、平均▲0.23％の引下げ改定になっているということでございます。

　Ⅱのところでございますが、この改定と減額支給措置とは、同じ法律でございますけれども、別の章になっておりまして、給与減額支給措置につきまして、24年４月から26年３月末までということでございますが、まず、一般職給与法適用者の減額割合につきましては、俸給につきまして、いわゆる基本給でございますけれども、これにつきまして、指定職、それから７級以上につきまして9.77％、それから３級から６級に関しましてが7.77％、１級、２級が、4.77％の減額率になってございます。

　この減額率は、先ほどのⅠのところにございます、当初の減額率、これは元々、指定職、７級以上、10.0％から出発をした議論でございますが、与野党協議を受けまして、給与改定0.23％を、それぞれ控除した減額率という形になっているところでございます。

　管理職手当につきましては、一律10％の減額。それから、期末勤勉手当でございますけれども、期末勤勉手当、国家公務員の減額支給措置の中では、期末勤勉手当の算定基礎となる俸給月額については減額をされずに、それから、職の級を問わず、手当の支給額から一律9.77％を減額する、そのような措置が講じられております。俸給の減額前の段階で１回計算をしたうえで、それから職の級を問わず全職員に対して9.77％の減という取扱いがなされているということでございます。

　それから、地域手当などの、俸給に連動する手当につきましては、これは、減額後の俸給を基礎にして算定いたしているというところでございますので、この俸給連動型の手当につきましての固有の減額ということではなくて、元々のほうの俸給の減額がそのまま反映されているという姿になっているというところでございます。

　それから、特別職につきましては、官職に応じまして、10％から30％で減額をされているというところでございます。総理大臣、国務大臣、副大臣クラス、政務官等々、ここに記載をさせていただいているとおりでございます。期末手当等につきましても、同様に削減されているというところでございます。

　それから併せて、防衛省職員の給与適用者につきましても、これは一般の国家公務員と同様の減額措置を実施させていただいているというところでございます。

　その他、この法律には、地方公務員の給与につきまして、地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえて、各地方団体において自主的かつ適切に対応するという附則が盛り込まれているという状況でございます。

　２ページでございますが、国家公務員の俸給表別・級別の支給減額率の一覧でございます。国の俸給月額の減額率につきまして、級別の減額率を整理させていただいているというものでございます。

　それから、３ページでございますが、給与減額支給措置の対象となる給料につきまして、国において、手当別に、給与減額の対象となるものを示させていただいているというものでございます。これにつきましても参考にしていただければと思っております。

　手当につきましては、特別調整額、それから期末勤勉手当は、支給額に対して一定の減額を行うものでございます。それ以外の地域手当につきましては、先ほどご説明いたしましたとおり、算定基礎となる俸給月額の減額がそのまま反映されるということで、対象となっているということでございます。

　４ページから７ページにかけましては、国の運用通知でございます。平成24年３月９日付の総務省人事・恩給局長の運用通知でございます。給与改定、それから臨時特例法の運用につきましてが、この「記」の「一」の部分でございまして、例えば、国の端数処理に関する取扱いについてなどが記載されているということでございます。基本的には、給与法による本則による給与支給額を計算し、端数処理ですね、これは円未満切り捨てでございますけれども、これを行ったうえで、ここから臨時特例法による減額分を減じるという取扱いになっております。

　それから、あとの説明にも関連いたしますが、この通知の二のところをごらんいただければと思いますが、ページ数は６ページから７ページにかけてでございますけれども、二がございます。そして、その二の１でございますけれども、国の非常勤の職員で給与水準の低い職員、これにつきましては減額措置の対象としていないというところでございます。これは７ページに、参考資料として、23年６月３日の閣議決定をお付けさせていただいてございますけれども、これは、期末勤勉手当の支給月数が常勤職員より少ない者を一つの判断基準としている、国においてはしているところでございます。各団体において、非常勤職員の任用形態、給料を見て、判断される際の参考にしていただきたいというように考えております。

　以上が、国の減額措置についての取扱いの概要の説明でございます。

　資料の２のほうに戻ってまいります。資料２でございますが、この、国の減額措置でございますけれども、国の行政職（一）の俸給表適用者におけます、これは期末勤勉手当も含めました、諸手当を含めた年収における平均減額割合が7.8％になっているということでございます。

　次に、資料２の３番めでございますが、２に準じた取り組みということでお願いをしている内容でございますけれども、その考え方でございますが、まず対象職員などにつきましてのご説明でございます。これは一般職員を対象としていることはまず当然でございますが、行政職はもちろんでございまして、教育、警察、技能労務、地方公営企業職員なども含む形での要請をさせていただいているところでございます。これに対する取り組みの目安の考え方につきましては、（２）にてご説明をさせていただきたいと思います。

　それから、先に、特別職の取扱いについてご質問を受ける場合も多いわけでございますが、特別職、典型的には首長が典型でございますけれども、国では、先に言いましたとおり、大臣等も一定の減額をしていただいているというところでございます。もちろん、国と地方におきましては、議院内閣制か二元代表制かという統治機構の仕組みの違いがございますけれども、一般職の減額というところと併せまして、減額内容につきましては、特別職の減額内容につきましては、各団体においてご判断をいただきたいということでございます。

　それから、議員も対象となるのかというご質問を受ける場合が多いわけでございますが、国会議員につきましては、先ほど副大臣のお話にもございましたが、政府ではなくて、立法府の自主的判断として取り組まれているという状況でございます。したがいまして、各地方公共団体と議会におきまして、適切に判断いただきたいというように考えているところでございます。

　次に、臨時・非常勤の取扱いでございますけれども、国の取扱いを参考といたしまして、各団体における職員の勤務形態、それから給与水準を見て判断いただきたい、先ほどの通知などを参考にしていただきたいというように考えているところでございます。

　なお、記載しておりませんけれども、国におきましては、独立行政法人などにつきましても同様の措置を講じるよう、各省庁から各法人に対して要請をしている。地方公共団体とは法人格が違うわけでございますけれども、基本的には、私ども国の取扱いを踏まえて対応をしていただくべきものだろうというように考えているところでございます。

　次、（２）でございますけれども、具体的取組の目安でございます。まず、給料でございますけれども、先ほどもありましたとおり、各団体に、一律に現状から7.8％削減するということは求めているわけではございません。すでに行われている給料の状況を踏まえた取り組みを求めているものでございます。考え方といたしまして、１月31日の説明会でも概要をお話ししたと思いますが、ラスパイレス指数、以下、指数で出させていただきますけれども、今回も参考値とラスパイレス指数、両方を出させていただいております。国の減額支給措置によります、相対的なこの給料の上昇、これがラスパイレス指数と参考値の差というように捉えられることから、この部分の引き下げということでの取り組みをお願いいたしたいということでございます。

　ただ、次の、この資料２の２ページをお開きいただければと思いますが、各地方公共団体におきまして、このＡと書いてございますのが今回のラスパイレス指数でございますし、それから、Ｂと書いてございますのが参考値でございます。国の給与カットなかりせばの数値ということでございます。

　各団体におきまして、このＡとＢの位置が、現在の国家公務員の給与水準を100とした場合の数値から見て、移動値だろうというように考えております。私どもがお願いしたいと考えておりますのは、このＢが、国家公務員の給与減額措置によりまして、Ａの段階に跳ね上がっているという状況でございますので、これを、Ｂのところまでの間で給与の引き下げ減額措置を講じていただきたい、これをお願いするということでございます。

　では、この場合の、パターン③から最初にご説明いたしますけれども、ＢとＡが引き上がっている、ＡからＢを下げてくださいというところでございます。それから、パターン②でいきますと、ＢとＡが一部、Ｂが100より下になっている、それから、Ａが100を少し上回っているという状況でございます。これはＢまでお願いするということではなくて、100までお願いしたいという。それから、ＡもＢも100を下回っているというような状態の団体もあろうかと思いますが、これにつきましては、今回の要請によりまして、新たな措置を講じなくても、国と同様、あるいは、それより低い給与水準にあるものと見なせるのではないかというように考えているというところでございます。

　それで、パターン③の段階で、ＡからＢの間にもう引き下げの取り組みをして、なおＢが100を上回っている部分があるのではないかということがあると思いますが、このＢの部分につきましては、資料２ページの囲みがございますように、不適正な昇給・昇格運用や、あるいはわたりの状況がございますと、給与適正化の取り組みというものによって、解決が図られるべき部分であろうというように考えているところでございます。

　これに関しまして、それから、資料２の１ページの資料に戻っていただきますが、この指数と参考値との差についての取り組みをお願いしたい。それが100を下回った場合には、100までお願いしたいということでございますけれども、これは、24年４月１日現在の指数で取っておりますので、例えば、24年４月１日現在では、独自の給与カットをしていた、それで、４月の２日以降、給与カットをやめた、あるいは始めたというような場合があると思います。改廃の場合があると思いますが、そのような場合には、当然それも考慮したうえで、国家公務員の給与水準より引き上がっている部分を、あくまでもそれに合わせるまで対応いただきたいという形で、それを考慮した取り組みが必要だというように考えているところでございます。

　それから、先ほど申し上げましたとおり、米印にありますように、給与適正化の取り組みというものは、今回の要請の有無にかかわらず、引き続き取り組みが必要というように考えているところでございます。

　白い丸の三つめでございますけれども、指数の比較対象ではない各種の給料表につきましても、これは当然のことながら、あるいは職種につきましても、この指数の対象となっている職種の引き下げを考慮して、その均衡を考慮して取り組みをお願いしたいというように考えております。

　これに少し付言いたしまして、ラスパイレス指数につきまして、国の指定職が入っていないのではないか、そのような指摘や疑問というものを聞くことがあるわけでございますが、ご案内のとおり、ラスパイレス指数、行政職俸給表１の適用者と地方の行政職との比較でございますけれども、国の指定職と申しますのは、国でいう審議官以上、それから局長、次官などが対象となっているわけでございます。これらの職につきましては、給料表が、行政職と異なる給料表、いわゆる指定職俸給表が適用されているということでございまして、ラスパイレス指数の比較上は、国地・方で同等の職種で比較するという性質上、対象とされていないところでございます。

　このようなものが入っていないから、おかしいのではないかというようなご批判を受けることがあるわけでございますけれども、私どもは、これは数をカウントいたしますと、例えば、国家公務員の側も、行政職俸給表の適用者は14万人以上いるわけでございますけれども、指定職俸給表適用者は800人程度でございまして、率にして0.6％程度でございます。仮にこれらを含んで計算をいたしましても、ラス上の影響は0.01ポイント程度しか変わらないという状況でございます。

　したがいまして、指定職が入っていないからラスパイレス指数がおかしいというようなご批判がもしあるとすれば、それは少し当を得ていないのではないかというように考えてございます。ちなみに、指定職俸給表適用者でありましても、先ほど資料３にございますとおり、資料３の１の（１）にありますとおり、俸給に9.77％の減額措置がされているという状況でございます。

　次に、手当でございます。Ｂのところでございます。資料２です。

　手当につきましては、給料に連動した手当につきましては、先ほど国家公務員のところで見ていただきましたとおり、算定基礎であります給料の減額の影響をそのまま反映させるという取扱いでございます。これを参考にしていただきたいというように考えております。

　期末・勤勉手当につきましては、国に準じた9.77％の減額を基本とするという形で進めさせていただいております。これは、国家公務員がそうしているからということでございますけれども、先ほどの資料と併せて見ていただければと思いますが、期末勤勉手当につきましては、国におきましても、月例給とは異なりまして、いわゆる特別給として、一律全職員に対しまして9.77％の減額というようにされております。これに準じるというのが基本であるというように考えております。

　期末勤勉手当につきましては、国におきましても、先ほどご説明いたしましたとおり、減額前の俸給を算定基礎にして、いったん支給額を計算いたしまして、それから、職・級を問わず一律9.77％の減額といたしますということでございます。

　このことは、注意をしていただきたいと思いますのは、各地方公共団体によりましては、このたび公表いたしましたラスパイレス指数、あるいは参考値が、低く見えているという団体でありましても、それは当該団体の独自カットによる引き下げが含まれている場合がございます。実際に、独自カットしている団体でありましても、期末勤勉手当の算定基礎として、独自カットする以前の給与を基礎としている団体が、実態としては多いのではないかというように考えております。したがいまして、見た目のラスパイレス指数や参考値がこの場合問題となるのではなくて、あくまでも期末勤勉手当の算定の基礎と、当該団体がしている給料の水準というものを、まず押さえていただく必要があるだろうというように考えております。そのうえで、国と同等の期末勤勉手当の減額に取り組んでいただきたいという趣旨でございます。

　ただし、給与水準が非常に低い団体はどうなのかという疑問点というのはあろうかというように思います。先ほど、給料との類推でいいますと、２ページのポンチ絵の①のようなパターンがありうるのではないかということがあるわけでございますけれども、この場合、注意しないといけませんのは、先ほど繰り返しますとおり、見た目のラスや参考値ではなくて、あくまでも期末勤勉手当の算定基礎となっている給料水準が十分低いと、国家公務員と同様の減額措置を期末勤勉手当についてしなくても十分低いかどうかという点が、問題となるということでございます。それが１点でございます。

　それから、十分低いという場合でも、注意していただきたいのは、例えば、計算基礎となる給与水準が、仮に100であったというようにいたしますと、これは、給料の世界で言えば、カット後の国の給料も100ですので、国と同程度だと、現在の給与水準はそうだということで見なしている場合でありますと、これは、国はこれとはまた別に、期末勤勉手当につきましていったん減額前の俸給、これを計算基礎にしてではありますけれども、改めて計算したうえで、さらに一律9.77％の減額を行っているということでございます。したがいまして、ラスが100、期末勤勉手当の計算基礎となる給与水準も100という、仮に団体があったとしても、期末勤勉手当の支給月数が国と同じということであるならば、一定の期末勤勉手当の減額をしなければ、やはり国と同等ということにはならないということになるという点がございます。

　以上、２点につきましては、ご注意いただきたいというように考えてございます。

　もちろん国より相当給与の水準が低いという場合には、かなり低いという場合には、国と同じ支給月数である以上、給料の水準の低さによりましては、国の期末勤勉手当分の減額分を含めて低い水準であると見なせる場合も、これは出てくるだろうというようには思ってはおります。ただ、具体的には、各団体の独自カットがあるのか、ないのか、それから、算定基礎となる給料水準、あくまでも期末勤勉手当の算定基礎となる給料水準の状態がどうであるのか、それから、期末勤勉手当の支給月数や算定方法の違いなどによりまして、差が出てくるものであろうというように考えております。あくまでも基本的な考え方は、国に準じた、国と同等の減額といえるということが説明できるかどうか、これにかかっているのだろうというように思っております。

　なかなか、ラスの世界とは違いまして、統一的な水準比較できるものというものはございません。期末勤勉手当の場合は難しいわけでございますけれども、このような考え方で、各団体で必要な減額措置に取り組んでいただいて、その説明責任を果たしていただく必要があると考えているところでございます。

　手当の、期末勤勉手当が長くなりましたが、次、（ハ）でございますけれども、管理職手当につきましては、一律10％の減額というものを基本にいたしているものでございます。管理職手当につきましては、基本的に定額制ということと、国についても一律10％減というところで対応しているということにおきまして、これが基本という考え方を示させていただいております。

　それから、通勤手当等の実費弁償的な手当につきましては、国においても減額されておりませんので、参考にしていただければと思います。

　次に、スケジュールでございますけれども、平成25年７月からの施行に向けまして、条例改正等を行っていただきたいというように考えているところでございます。今回の措置というものに鑑みまして、遅くとも平成25年７月からの施行ということに向けて取り組みをお願いしたいというように考えてございます。

　それから、５の「取組状況調査等」と書いてございますが、今月以降でございますけれども、各地方公共団体の取り組みや進捗状況につきましては、随時、総務省のほうから調査し、また公表をしたいというように考えております。また別途、ご連絡をさしあげたいというように思っているところでございます。

　だから、給与情報等公表システムという形で、各自治体それぞれ、住民の皆様にご説明をさせていただく仕組みがございますけれども、これにつきましても、各団体において随時、取組状況につきまして公表をお願いしたいと考えておりますが、これにつきまして、現在、統一フォーマットを公務員部のほうから示させていただいておりますので、そのフォーマットの改正等につきまして、また別途ご連絡をさしあげさせていただきたいというように考えてございます。

　また、取組状況の把握につきましては、ラスパイレス指数の通常調査、平成25年４月１日現在の調査というのは、通常分があるわけでございますけれども、25年４月１日現在で、この今回の要請に沿った取り組みをしていただくという団体は少ないであろうというように思っております。したがいまして、どこかの時点で、各団体の取組状況を把握するような調査、これにつきましては別途必要になるだろうというように、別途、及び必要となることではないかと問題意識を持っておりますので、これを現在検討中ということでございます。

　少し時間を超過いたしましたけれども、私の説明は以上でございます。分からない点等、不足の点等がございましたら、後ほど質疑の時間を設けておりますので、ご質問をいただければと思っております。以上です。

司会　次に、平成25年度の地方財政関係につきまして、自治財政局交付税課、境課長よりご説明します。

＜境自治財政局交付税課長　説明＞

境　財政局の交付税課長の境でございます。私からは、資料５「平成25年度地方財政関係」という資料に基づきまして、給与削減に係る地方財政関係の■■につきまして（不明）。すでに会議等でお示ししている資料になりますけれども、今回も関係いたしますので、この機会に合わせて、再度、皆様に（不明）。

　おめくりいただきまして、資料の２ページでありますが、平成25年の７月から、地方公務員につきましても、国家公務員と同様の給与削減を実施していただきたいということでございまして、これを前提としまして、地方財政計画におきましても、地方公務員給与費を削減するということにいたしております。

　それで、ただ、その際に、単に給与費を削減するというだけではなくて、地方の緊急課題、すなわち防災・減災事業の実施や、あるいは地域の活性化等、さまざまな課題がございますので、そのような課題に適切に対応していただくということ、それから、地域経済へのマイナスの影響が生じないように配慮するというような観点から、この給与費の削減額に見合った事業費を、地財計画の中に歳出として特別枠を設定して計上するということにいたしております。

　その下の１の増減額というところにございますが、この（１）と（２）が見合っているわけでありまして、（１）の地方公務員給与費削減額が総額で8,504億円、それで、このうち、義務教育の国庫負担金等を除きました一般財源の削減額が7,854億円ということになっております。

　この削減額に見合った事業費として、（２）のところにございますが、三つの柱で、緊急課題への対応の歳出を立てているということでございまして、一つめが、①にございます、全国防災事業費であります。これは東日本大震災の復興特別会計に計上されます津波対策、あるいは学校耐震化にかかります直轄・補助事業の地方負担分であります。この部分が973億円。それから、②でありますが、こちらは地方単独事業でありますが、緊急防災・減災事業費といたしまして、地方団体の事業実施の見込みに基づきまして、4,550億円を計上いたしております。そして、三つめが地域の元気づくり事業費ということで3,000億円。この三つを合わせまして8,523億円ということになりまして、（１）の削減額に見合った歳出が確保ということになっているわけであります。

　それで、それぞれ、その今申し上げた緊急課題の対応に係る財政措置がその２のところにございますが、まず①の全国防災事業費につきましては、全国防災事業債を充当率100％で充当し、今年度の交付税措置率が80％ということになります。それから、②の緊急防災・減災事業費、地方単独事業につきましては、緊急防災・減災事業債を100％充当し、交付税の措置率が70％ということになります。それから、③の地域の元気づくり事業費でありますが、こちらは、各地域の実情に応じた地域の元気づくり事業につきまして、普通交付税で措置をするというものであります。それで、この措置の際に、算定に当たりまして、各地方公共団体のこれまでの人件費削減努力を反映するという形で算定したいというものでございます。

　このうち、特に給与費削減等、それから地域の元気づくり事業費につきまして、次からの３ページと４ページになりますけれども、少し細かく説明させていただきます。

　まず、給与費の削減についてでありますけれども、基本的には、今の２ページの１の（１）の一般財源減少額7,854億円につきましては、地方交付税の各費目の単位費用を設定する際の、人件費に係る部分につきまして、給与関係経費の削減を反映して設定をするということになります。その結果、各団体の交付税額にどのような影響が及ぶかということにつきまして、大まかにその影響を早めにつかんでいただく、予算編成等に役立てていただきたいということでお示ししているのが、この３ページの簡易な試算方法というものでございます。

　それで、基本的な考え方でありますけれども、県分と市町村分につきまして、それぞれ当該団体の24年度の臨財債振替前の総需要額を基に、一定の係数を掛けていただいて、この給与削減の影響額が簡易に算出できるようにということでお示しをしたものであります。

　基本的な、この簡易な試算方法の考え方ですけれども、地財計画におけます給与関係経費の削減による一般財源ベースの影響額、先ほど申し上げたように、7,854億円となっておりますので、まずこれを県分と市町村分として分割します。その際に、県分と市町村分の人件費の需要額の割合が大体65対35ということになっておりますので、この割合を基に7,854億円を案分します。そうしますと、県分の影響額が5,105億円程度、それから、市町村分が2,749億円程度となります。これが、計算式の県分と市町村分の給与削減による影響額という、下に括弧書きで書いているところになります。

　それで、県分と市町村分の、その人件費の需要額の割合が65対35というのは、県分が相当程度高いわけですけれども、これは、県には義務教育職員、あるいは警察官などの人件費負担がありますので、市町村と比べて人件費の需要額負担が大きいということによるものであります。

　そのうえで、県分の給与削減によります全国影響額、今申し上げた5,105億円、これを、全国の総需要額、これが下に括弧書きで書いてありますけれども、約23.9兆円です。これで割りますと、係数αというのが大体2.1％ぐらいになります。これが、ですから、大まかな、マクロでいうとベースになる。それから、市町村の給与削減によります全国影響額2,749億円、これを、全国の総需要額、これも下の括弧に書いてありますが、約25.4兆円です。これで割りますと、係数βが1.1％となりますので、これが（不明）大まかにいうと割合ということであります。

　これを地方団体の規模別に区分して、より類似した団体をカテゴリー化してお示ししたものが、その中段のところの県と市町村の表ということになります。ただし、あくまでも簡易な試算でありますので、それぞれ係数はプラスマイナス0.1程度の誤差が出るということはご留意いただきたいと思います。

　また、これに加えまして、個別団体ごとの特殊要因でお示しした係数に対しまして、さらにプラスマイナス0.1以上に影響額がずれるということがあります。これが表の下のところに米印が書いてありますが、県の場合は、警察職員、教職員の数が多い団体というのは、この試算方式よりも実際の削減の影響額というのは大きくなる傾向にあります。一方、その面積の大きい団体というのは、この試算よりも削減の影響額は小さくなる傾向があるということに、ご留意いただきたいと思います。それから、市町村の場合は、高校や幼稚園を設置している団体の場合は、この試算よりも実際の削減の影響額が大きくなる傾向にあるということでありますので、ご留意いただきたいと思います。

　これは、簡易な試算法としてお示ししておりますけれども、さらに詳細に、もう少し正確に、自分の団体の影響額の試算をしたいという団体は、事業費補正などの、人件費を含まない需要額を基に試算を行っていただきますと、もう少し細かく影響額が分かるということになります。具体的には、当該団体の事業費補正等を除いていただきました、平成24年度の需要額、これを、全団体の事業費補正等を除いた平成24年度の需要額で割っていただきまして、その割合を、県分、市分の一般財源影響額となる、先ほど申し上げた5,105億、2,749億円でありますが、これに乗じていただきまして、掛けていただきまして、これを当該団体の総需要額で割っていただくということで、当該団体の係数α、βを試算することができます。

　この際に用います、全団体の、いわゆる全国の事業費補正等を除いた平成24年度の需要額といいますのは、県の場合ですと大体17.19兆円程度、それから市町村の場合ですと17.55兆円程度ということになっておりますので、このあたりの数字を使っていただきまして、もう少し流動性を除いて、正確な試算というものもやっていただけるということになります。

　最後に、この試算の関係でいきますと、今回の試算方法は、一番下のところに書いておりますけれども、あくまで現段階におけるイメージでありまして、今年の８月までに行われます平成25年度の交付税算定時におきましては、当然、測定単位も変わってまいりますので、変動しうるというところは大前提としてご留意いただきたいということでございます。

　以上が、３ページの影響額のイメージでございます。

　おめくりいただきまして、４ページで、地域の元気づくり推進費の算定についてであります。先ほど申し上げましたように、地方財政計画で、地域の元気づくり事業費が特別枠として計上されましたので、地方交付税においては、これから法案を出していくわけですけれども、その法案の中で、新たな臨時費目を設けまして、地域の活性化などの需要額を措置したいと考えております。現在のところ、その費目の名称、仮称でありますが、地域の元気づくり推進費という形の臨時費目で算定をしようということで動いているものでございます。

　この算定に当たりましては、すべての地方団体におきまして、地域の活性化への取り組みに必要な需要があるだろうということで、まず、基礎額というものを算定したいというように考えております。これに加えまして、地方団体においては、人件費削減で捻出した財源というものを地域の活性化等に活用していただいているだろうというように考えられるということ、それから、地方団体のほうからも、これまでの人件費削減努力を算定に反映してほしいという声を多数いただきましたので、人件費削減努力をこの算定に反映することにしたいというように考えております。

　具体的には、人件費といいますのは、給与水準と職員数により定まりますので、給与水準を表しますラスパイレス指数、それから職員数の削減を表します職員数削減率、この要素で加算を行うことにしたいと考えております。

　現段階での案でありますけれども、まず算定額であります。二つめのところにありますが、算定額につきましては、総額3,000億円程度を、まず県分と市町村分に分けます。この分ける割合は、先ほど申し上げました、需要額の人件費の割合、65対35で分けます。これに基づいて分けますと、県が1,950億円程度、市町村が1,050億円程度ということになります。そして、この県分、市分ともに、今申し上げた基礎額、それからラスパイレス指数による加算、それから職員数削減による加算、この三つの要素の算定額を３分の１ずつにして算定したいと考えております。これによりまして、都道府県分は、各算定項目、基礎額、ラスパイレス指数、職員数削減分が各650億円となりますし、市町村分は、今申し上げたのですが、各算定項目350億円ということになるわけでございます。

　次、その加算分の算定のしかたでありますが、まず、ラスパイレス指数分の加算分でありますけれども、これは、ラスパイレス指数が100を下回る場合におきまして、割りまして算定を行うことにしたいと思います。ラスパイレス指数が100を上回る場合には、加算なし、すなわち加算はゼロということになります。

　この場合に用いますラスパイレス指数でありますが、２月８日に公務員部のほうで公表いたしました、直近、平成24年度のラスパイレス指数を使うということで、その際には、国の給与削減措置がないとした場合の指数を使うということであります。すなわち、公表資料でいきますと、参考値と書いてある指数になります。これを使って算定をするということであります。

　ただし、平成24年度のこの参考値のラスパイレス指数と、それから、直近５年間、すなわち平成20年度から24年度までの５年間、この５年間のラスパイレス指数の平均値を比べていただきまして、直近５年間の平均値のほうが低い、直近24年度の参考値より低いという場合には、直近５年間の平均のほうを使って、さらに低い数値を用いていただくことができるということにしたいと考えております。

　一方、その直近、平成24年度の参考値のラスパイレス指数が100を超えているという団体の場合には、そもそもこの割増算定がゼロということでありまして、この場合には直近５年間の平均値の代替という措置もございます。そのような考え方で、ラスパイレス指数については算定をしたいと考えております。

　それから、職員数による算定分でありますけれども、これは、当該団体におけます、過去と比較しました職員数の削減率で算定をしたいということであります。職員数につきましては、定員管理調査を用いて数字を取るということでありますが、その当該団体の職員の削減率と、それから全国平均の削減率を比較しまして、削減率の度合いに応じて割り増しして算定を行うというものであります。

　それで、算定に使う年度でありますが、全国の職員数がピークでありましたのが、平成５から９年度の５か年間ということでありますので、この平成５から９年度の５年間の平均職員数と、直近５年間、すなわち平成20年から24年度の５か年間の平均職員数、この二つの平均職員数による削減率というものを用いて算定をするということであります。

　各団体のものは、各団体の定員管理調査の数字を、５年間、平均していただいて比べていただければいいわけでありますが、全国の職員削減率、すなわち、この４ページの中段のところのＢのところの分母でありますけれども、全国はどうなっているかといいますと、県分の全団体の職員数削減率はマイナス11.3％ということになっております。それから、市町村分のこのＢの分母というのはマイナス16.1％というようになっておりますので、これと各団体の削減率を比較して、どうなっているかということによって、割り増し率が決まるということでございます。職員数が増えている場合には、この加算分はゼロということになります。

　以上が加算分の算定方法でありまして、さらに、単位費用と人口と段階補正がその前に掛かるわけですが、段階補正について少し申し上げますと、段階補正につきましては、地域の活性化が趣旨ということでありますので、同様の趣旨の需要額を算定しております地域振興費の段階補正をベースにして、これを用いることにしたいと考えております。ただし、給与削減による需要額の影響額のうち、段階補正を使っているものと、そうでないものがありますので、その比率を用いて、段階補正を修正して使うということにしたいと考えております。

　これが、県分と市町村分の、算定方法のところの一番下に書いてあるものになりますが、県分の場合は、段階補正を用いている費目と、用いていない費目の割合というのが、35対65ぐらい、市町村分の場合は75対25ぐらいの割合ですので、県分の段階補正係数は、地域振興費の段階補正係数に0.35を掛けて、0.65を足したものというような形で修正をする。市町村分については、同じく0.75程度掛けて、0.25程度足したものという形に修正をするということを考えております。

　さらに、先ほど申し上げましたように、各要素の算定額を３分の１ずつにする必要がありますので、その３分の１ずつに合わせ付けるための係数というものが、それぞれ、ラスパイレス指数を用いた係数ａと、職員数削減を用いた係数ｂに掛かります。これがａとｂというものになります。現在の段階では、私どもの試算では、都道府県分のａというのは0.64946程度、それから、ｂが1.04942程度というように試算しております。市町村分の係数ａが0.46092程度、それからｂが1.04690程度ということで、試算をしております。

　最後になりますけれども、現時点における算定式に基づくご説明でございまして、まだ案ということでございます。単位費用につきましても、仮置き、係数につきましては、25年の算定時には変更がありえますけれども、現段階で、各団体に、この元気づくり推進費でどのぐらいの額が大体行くのかということについてイメージを持っていただくために、お示しをしているというものでございます。

　以上、私からは、地方財政関係としまして、ご説明させていただきました。
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